
 

第 10 回 横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会 

会議録 

日 時 令和５年４月 21 日（金）10 時 00 分～11 時 30 分 

開催場所 横浜市役所 18 階 みなと５会議室 

出 席 者 三村 優美子委員長、池田 陽子委員、石川 清貴委員、小峰 直委員、長尾 ゆき子委員 

欠 席 者 ― 

開催形態 非公開（事業者の商業施設運営に係るノウハウ等を含む議題であり、公開することで事業

者の権利利益等を害する恐れがあるため。第１回の会議でその旨決定し、今回改めて確認。） 

議 題 １ 令和４年度 年度業務報告について 

２ 令和５年度 年度業務計画について 

決定事項 答申書のとおり 

議 事 【会議の成立についての確認】 

委員５名中５名が出席しているため、過半数の定足数を満たし会議が成立していること

を確認 

【会議の公開・非公開についての確認】 

会議の全部を非公開とすることを、第１回の会議で決定していることを確認 

【会議の出席者についての確認】 

運営事業者の京浜急行電鉄株式会社を関係者として出席させることを決定 

【議題】 

 １ 令和４年度 年度業務報告について 

  令和４年度の業務報告について、運営事業者による説明と委員会の評価。 

２ 令和５年度 年度業務計画について 

  令和５年度の年度業務計画について、運営事業者による説明と委員会からの意見。 

資 料 (1) 委員名簿 

(2) 令和４年度業務報告書 

(3) 令和５年度業務計画書 

(4) 横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会運営要綱 

 



第 10 回横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会 

次 第 

１ 日 時 

  令和５年４月 21日（金）10 時 00分～11時 30分 

 

２ 場 所 

  横浜市役所 18階 みなと５会議室 

 

３ 議 事 

（１）令和４年度 年度業務報告（説明：京浜急行電鉄株式会社（運営事業者）） 

（２）令和５年度 年度業務計画（説明：京浜急行電鉄株式会社（運営事業者）） 

 

４ 配付資料 

（１）次第 

（２）資料１ 委員名簿 

（３）資料２ 年度業務報告書 

（３）資料３ 年度業務計画書 

（４）資料４ 横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会運営要綱 

 

 

 【参 考】 

 横浜市新市庁舎商業施設運営事業 モニタリング実施計画（2018 年 12月 12日制定） 

 第３－１ 年度業務計画 

  （３）市の承諾 

     運営事業者は、年度業務計画に関し市の承諾を受けるものとする。市は、年度業務計画を

選定評価委員会に報告し、その意見を聴いた上で、承諾の可否を決定するものとする。 

 ４ 随時モニタリング 

（１） 内容 

    ウ その他テナントに関連する事項であって、本施設から得られる市の歳入に重要な影響を

及ぼす事項 

（２） 市の承諾・指導 

市は、前号の報告又は通知を確認し、必要に応じて指導を実施するものとし、報告等の内

容に重大な問題が含まれていると判断した場合は、選定評価委員会に報告し、その意見を求

めることができるものとする。 

５ 年度業務報告 

  （３）評価・指導 

     市は、年度業務報告の内容が、基本方針、提案内容、開業前業務計画等に沿ったものかど

うかを確認し、選定評価委員会に報告し、その意見を求めることができる。 

     市は、業務改善に必要な範囲で運営事業者を指導医するものとし、運営事業者はこれを真 

摯に受け止め、改善に向けて取り組むものとする。 



 

横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会委員名簿 

 

１ 委員任期 

  令和３年６月１日～令和７年５月 31 日（４年間） 

２ 委員の要件 

  学識経験者、弁護士、不動産鑑定士、金融関係者、地元商業団体の関係者 

    （横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会運営要綱第３条） 

３ 委員名（50 音順・敬称略） 

 

 

 

氏名 所属 要件 

①  池田 陽子  明大昭平・法律事務所 弁護士 弁護士 

②  石川 清貴 (一社)横浜市商店街総連合会 会長 地元商業団体の関係者 

③  小峰 直 横浜商工会議所 副会頭 地元商業団体の関係者 

④  長尾 ゆき子  長尾不動産鑑定事務所 不動産鑑定士 不動産鑑定士 

⑤  三村 優美子  青山学院大学 名誉教授 学識経験者 

資 料 １ 























横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会運営要綱 

制 定 平成30年２月１日総管第1511号（局長決裁） 

  最近改正 令和５年２月１日総管第1365号（局長決裁） 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、横浜市市庁舎商業施設の運営に関する条例（平成 29 年12月横浜市条例第41号。

以下「条例」という。）に基づき設置される、横浜市市庁舎商業施設運営事業者選定評価委員会（以

下「委員会」という。）の組織、運営その他必要な事項について定めるものとする。  

（担任事務）  

第２条 条例第６条第１項各号に掲げる委員会の担任する事務の細目については、次に掲げるとおりと

する。 

(1) 条例第６条第１項第１号に関する事項

ア 評価項目及び評価基準に関すること

イ 応募資格の内容に関すること

ウ 事業計画書等の審査及び運営事業者の選定に関すること

(2) 条例第６条第１項第２号に関する事項

ア 運営についての業務計画等の審査に関すること

イ 運営に対する評価に関すること

(3) 条例第６条第１項第３号に規定する市長が必要と認める事項

ア テナント賃料の額の変更に係る承諾に関すること

イ その他市長が必要と認める事項

（委員）  

第３条 条例第６条第２項に規定する市長が任命する委員は、次に掲げるいずれかに該当する者とす

る。 

(1) 学識経験者

(2) 弁護士

(3) 不動産鑑定士

(4) 金融関係者

(5) 地元商業団体の関係者

(6) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者

２ 委員の任期は、４年以内で市長が定める期間とする。ただし、その委員が継続して審議する必要が

あると市長が認める審議案件がある場合、当該審議案件の審議が終了するまでの間、任期を延長する

ことができる。  

３ 委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、 前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。  

【資料４】



５ 委員の代理は、認めないものとする。  

６ 市長は、委員の解職又は辞職などにより委員会の進行に支障が生ずる場合は、新たな委員を任命す

ることができる。 

（除斥）  

第４条 市長は、委員が次のいずれかに該当し、委員会の審議その他公正、公平又は中立を妨げる事情

があると認める場合は、当該委員を当該審議に参加させないものとする。 

(1) 委員が、審議案件に関わる事業者（複数の企業により構成されるグループの場合は、グループ

を構成する企業の全て。以下「応募事業者」という。）又はその子会社若しくは親会社の財務、

法務又は営業等の業務内容について、現に職務権限を保有している場合  

(2) 応募事業者（法人にあっては、その役員又は役員に準ずる者）の配偶者、四親等以内の血族、

三親等以内の姻族、同居の親族、代理人、後見人、保佐人又は補助人である場合 

(3) 委員としてふさわしくない非行事由があったと認められる場合

(4) その他委員に審議等の公正、公平又は中立を妨げる事情があると認められる場合

（委員長）  

第５条 委員会に委員長を１人置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し、会務を掌理する。 

３ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長の指名する委員が、その

職務を代理する。  

（委員等の責務）  

第６条 委員は、第２条に定める職務を常に公正、公平に行わなければならない。 

２ 委員は、直接間接を問わず、応募事業者及び応募することが見込まれる事業者の関係者と、選定に

関して接触してはならない。  

３ 前項の接触が判明したときは、市長は、委員が接触した応募事業者を審査対象外とする。 

４ 委員は、委員会を通じて知り得た情報をその職を退いた後も洩らしてはならない。ただし、横浜市

又は委員会が公表した情報については、この限りではない。  

５ その他委員会に出席した者は、委員会を通じて知り得た情報を公表してはならない。ただし、横浜

市及び委員会が公表した情報については、この限りではない。  

（会議）  

第７条 委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長が選出されていないときは、市長が招集

する。 

２ 委員長は、委員会の会議の議長とする。 

３ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。 

４ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委員長の決するところ

による。  



（意見の聴取等）  

第８条 委員長は、委員会の会議の運営上必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その意見

又は説明を聴くほか、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 

（庶務）  

第９条 委員会の庶務は、総務局管理課において処理する。 

（委任）  

第10条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員長が委員会に諮って定め

る。 

附 則  

（施行期日）  

この要綱は、平成 30 年２月１日から施行する。 

附 則  

（施行期日） 

この要綱は、令和５年２月１日から施行する。 
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